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We started to look for local regulations for cables, pressurized systems, fire 
protections, etc, by consulting a design company.   There seems to be no 
specific regulations for the deep underground usages.  However, you have to 
follow regular laws such as Electrical Appliance and Material Safety Law, Fire 
Service Act, High pressure gas safety law, Act on Prevention of Radiation 
Damage by Radioisotope,  Building Standards Law and corresponding rules at 
KEK as well.  The company will collect useful informations with resect to these 
laws. 

For an example, the ECO cables have recently been required to be used for 
safety, and any flammable material must be avoided as much as possible. 

T. Tauchi, 21 April 2017

The underground laboratory will be subject to the Building Standards Law and will be 
subject to the Fire Service Act ( M. Miyahara) 

5 MPa of compressed air for the air pads  during the push-pull operation 

Is the ILD (SiD) within the scope of technical standards of electrical equipment by 
Electricity Business Law ?         under survey by a consulting company



For the demand facilities, it is not necessary to submit a 
notification to the Supervisory Department, but it is necessary 
to satisfy the technical standards of electrical equipment as 
voluntary safety.

Regarding regulations concerning electrical equipment ;

Electricity Business Law shall be applied, where

The detector ( ILD ) is categorized in the demand facilities



Electricity Business Law
Definition of Electric Facilities

Types of Electric Facilities

The definition of electric facilities is prescribed in Article 2, paragraph 14 of the Electricity Business 
Law, and those to be applied to the Electricity Business Law are described as;

 · The power generation, substation, electricity supply or distribution  and  machines, 
instruments, dams, waterways, reservoirs, lines or others for use of electricity.  

However, among those installed in ships, vehicles, aircraft, etc., each is independent and many 
of them are not electrically connected and are regulated by other laws, so they are excluded 
from the Electricity Business Law

The types of electric facilities are stipulated in Article 38, paragraphs 1, 3, and 4 of the Electricity 
Business Law. 
1. Electric facilities for general use: General households (including small output power generation 
facilities) 
2. Electric facilities for business: other than the above ones for general use 
    2-1. Business Electric Facilities: e.g.  Tokyo Electric Power Company Co., Ltd. 
    2-2. Private Electric Facilities:  e.g.  Electric facility (such as demand facility) of a business  
           establishment etc. receiving electricity at a voltage higher than the high voltage from an electric  
            utility like a factory or a building 
            note :  KEK is a private electric facility, and ILC is also.
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需要設備
電気を使⽤するために、⼯場、ビル等その使⽤の場所と
同⼀構内(発電所⼜は変電所の構内を除く。)に施設さ
れている電気⼯作物の総合体
電圧に関係なく計測機器や⾼電圧試験装置なども需
要設備に該当し「⼀般⽤電気⼯作物」となる

電⼒事業者設備 154kV送電線

ILC電気設備154/66kV 変電所

66/6.9kV
変電所

AC
DC

DC 100kV

ILC電気設備に関する電気⼯作物の区分

ILD
実験測定器

154kV変電所の受電設備
⾃家⽤電気⼯作物に該当する

�需要設備については、監督部への届け出等は必要ないが、⾃主保安として電気設備技術
基準を満⾜する必要があると考えられる。

� また、世界的に例の無い実験設備のため、保安監督箇所への確認を推奨する。

66/6.9kV
変電所

66/6.9kV
変電所

66/6.9kV
変電所

2017.12.18

66kV連系線が構外の場合は、
66kV変電所の受電設備までが
⾃家⽤電気⼯作物に該当する

需要設備
(⼀般⽤電気⼯作物)

Classification of the electric facilities at ILC

154kV electric line from the electric  company 154kV substation of power receiving 
equipment is the private electric facility

154/66kV substation ILC electric facility

demand facility 
(general electric facility)

In case of off-site 66kV lines, the 
private electric facility includes up to 
the 66kV power receiving equipments 

on-site electric facilities/equipments 
for use of electricity including 
experimental detectors etc. 

Demand Facility
substation

It is necessary to satisfy the technical standards of electrical equipment 
as voluntary safety
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１． 総 説 
電気工作物の定義 

 

電気工作物の種類 
 電気事業法第３８条第１項、３項、第４項に電気工作物の種類が規定されている。 
  イ．一般用電気工作物：一般家庭等（小出力発電設備を含む） 
  ロ．事業用電気工作物：一般電気工作物以外の電気工作物 
    ロ－１．電気事業の用に供する電気工作物：東京電力（株）等 

ロ－２．自家用電気工作物：電気事業の用に供する電気工作物及び一般用電気工作物以外の電気工作物 
    本機構は自家用電気工作物に該当する。 
 
 
電気事業法第４２条、第３項に自家用電気工作物の規制等が規定されている。 
　（保安規程） 
第４２条 事業用電気工作物を設置する者は、事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安を
確保するため、経済産業省令で定めるところにより、 保安を一体的に確保することが必要な事業

２ 

３ 略 
４ 事業用電気工作物を設置する者及びその従業者は、保安規程を守らなければならない。 
 
第４３条 事業用電気工作物を設置する者は、事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安の  

させるため、経済産業省令で定めるところにより、主任技術者免状の交付を受けている者
技術者を選任しなければならない。 

２，３，４，５略 

監督を
のうちから、主任

 電気事業法第２条第１４項に電気工作物の定義が規定されており、電気事業法の適用を受ける電気工作 
物の範囲が定められている。
・発電、変電、送電若しくは配電又は電気の使用のために設置する機械、器具、ダム、水路、貯水池、電
線路その他の工作物をいう。 

但し、このうち船舶、車両、航空機等に設置されているものについては、それぞれが独立していて、他
と電気的に接続されていないものが多く、また他の法律によって規制を受けているため、電気事業法から
除外されている。  

用電気工作物の組織ごとに保安規程を定め、当該組織における事業用電気工作物の使用の開始前
に、経済産業大臣に届けなければならない。
事業用電気工作物を設置する者は、保安規程を変更したときは、遅滞なく変更した事項を経済
産業大臣に届けなければならない。 
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Electricity Business Law

Definition of Electric Facilities

Types of Electric Facilities

Regulation of private electric facilities

Types of Voltages

Special HV for 
TPC 100kV cables

Special HV

from the KEK Electrical Safety Instructions

Low HV
High HV

 technical standards of electrical equipment



(ニ) 電力保安通信線複合鉛被ケーブル及び電力保安通信線複合アルミ被ケーブルにあっては、第2項第四号

ロの規定に適合すること。 

二 内蔵型のものにあっては、次に適合すること。 

イ 高圧電線の導体は、第3項第一号の規定に適合するものであること。 

ロ 高圧電線の絶縁体は、第3項第二号の規定に適合するものであること。 

ハ 高圧電線の遮へいは、単心のものにあっては線心の上に、多心のものにあっては線心をまとめたもの又は

各線心の上に、厚さ0.1mmの軟銅テープ又はこれと同等以上の強度を有する軟銅線、金属テープ若しくは被覆

状の金属体を設けたものであること。この場合において、電力保安通信線複合クロロプレン外装ケーブルに

あっては、軟銅テープ及び軟銅線は、すず若しくは鉛又はこれらの合金のめっきを施したものであること。 

ニ 外装は、次に適合するものであること。 

(イ) 遮へいを施した高圧電線の線心と、第137条第5項第一号から第三号までの規定に適合する添架通信用

第2種ケーブルとをまとめたものの上に施したものであること。 

(ロ) 材料は、10-6表に規定するものであって、電気用品の技術上の基準を定める省令の解釈別表第一附表

第十四に規定する試験を行ったとき、これに適合するものであること。 

10-6表 

ケーブルの種類 材料 

電力保安通信線複合クロロプレン外装ケーブル クロロプレンゴム混合物 

電力保安通信線複合ビニル外装ケーブル ビニル混合物 

電力保安通信線複合ポリエチレン外装ケーブル ポリエチレン混合物 

 

(ハ) 厚さは、別表第8に規定する値（外装の上にゴム引き帆布又はビニル引き帆布を厚さ1mm以上に重ね巻

きするときは、同表に規定する値から0.5mmを減じた値）を標準値とし、その平均値が標準値の90%以上、

その最小値が標準値の85%以上であること。 

ホ 完成品は、次に適合するものであること。 

(イ) 高圧電線に使用する線心は、10-1表に規定する試験方法で、使用電圧が3,500V以下のものにあっては

9,000V、使用電圧が3,500Vを超えるものにあっては17,000Vの交流電圧を、連続して10分間加えたとき、こ

れに耐える性能を有すること。 

(ロ) (イ)の試験の後において、導体と遮へいとの間に100Vの直流電圧を1分間加えた後に測定した絶縁体の

絶縁抵抗が、別表第7に規定する値以上であること。 

(ハ) 電力保安通信線に使用する線心は、第5項第三号ロの規定に適合すること。 

 

【特別高圧ケーブル】（省令第21条、第57条第1項） 

第11条 使用電圧が特別高圧の電路（電気機械器具内の電路を除く。）の電線に使用する特別高圧ケーブルは、次

の各号に適合するものを使用すること。 

一 通常の使用状態における温度に耐えること。 

二 絶縁した線心の上に金属製の電気的遮へい層又は金属被覆を有するものであること。ただし、第127条第2項

の規定により施設する特別高圧水底電線路に使用するケーブルは、この限りでない。 

三 複合ケーブルは、弱電流電線を電力保安通信線に使用するものであること。 

 

【電線の接続法】（省令第7条） 

第12条 電線を接続する場合は、第181条、第182条又は第192条の規定により施設する場合を除き、電線の電気抵抗

を増加させないように接続するとともに、次の各号によること。 

一 裸電線（多心型電線の絶縁物で被覆していない導体を含む。以下この条において同じ。）相互、又は裸電線

と絶縁電線（多心型電線の絶縁物で被覆した導体を含み、平形導体合成樹脂絶縁電線を除く。以下この条にお

いて同じ。）、キャブタイヤケーブル若しくはケーブルとを接続する場合は、次によること。 

イ 電線の引張強さを20%以上減少させないこと。ただし、ジャンパー線を接続する場合その他電線に加わる張

力が電線の引張強さに比べて著しく小さい場合は、この限りでない。 

20 

流電線とが同一の外装によって被覆されるものが規格化されたが、特高と高圧又は低圧、高圧と低圧、低圧と弱電流電

線とが同一の外装によって被覆されるものは、まだ規格化されていないので本解釈に例示されていない。 

 複合ケーブルは、一般の高圧ケーブルの外装の中に添架通信用第2種ケーブルを入れた内蔵型のものと、高圧ケーブル

に添架通信用第2種ケーブルを束ねた上に保護被覆を施した外付型のものがある（→解説10.1図）。 

 

解説10.1図 

 

 第一号は、第5条第1項第一号と同様の趣旨で、電線の熱的性能を定めている。 

 第二号では、複合ケーブルの基本構造として、イに外付型を、ロに内蔵型をそれぞれ示している。ケーブル外装の外

に通信線を配置したものが外付型であり、外装の内に配置したものが内蔵型である。高圧ケーブルの構造自体は第1項と

同じである。 

 第三号では、イに電力線心の絶縁性能が、ロに通信線心の絶縁性能が示されている。 

 第6項は、第5項に示す性能を満足する複合ケーブルの規格規定である。 

 

第11条【特別高圧ケーブル】 

〔解 説〕 特別高圧の電気工作物は、技術的に高度のレベルで安全率も非常に高くとられるのが一般的であることか

ら、特別高圧ケーブルについては、基本的な必要性能を示すのみとし、電気的遮へい層のあるものを使用することとい

う概念的な規定にとどめ、ケーブルそのものについての絶縁性能規定はない。ただし、第15条の絶縁耐力試験に耐える

ものでなければならないので、この面からの制約を受けることになる。 

 過去の解釈には、絶縁確保に関わる材料の規定があったが、技術革新が進み、材料面の制約は必要ないとの判断から、

○23解釈で削除した。 

 第一号は、第5条第1項第一号と同様の趣旨で、電線の熱的性能を定めている。 

 第二号は、電線の電気的性能として、電気的遮へい性能が必要なことを示している。特別高圧水底ケーブルについて

は前条第1項第二号と同様の理由により、電気的遮へい層を有しないものとすることができる。 

 一般的に使用されている特別高圧ケーブルの例としては、合成樹脂絶縁ケーブル、パイプ型圧力ケーブル、鉛被ケー

ブル及びアルミ被ケーブルがあり、更にこれらのものに保護被覆等ケーブルに比べ保安レベルが上がると考えられるも

のを施したものもある。合成樹脂絶縁ケーブルには、絶縁体がそれぞれポリエチレン混合物、ブチルゴム混合物、エチ

レンプロピレンゴム混合物である、ポリエチレン絶縁ビニル外装ケーブル、ブチルゴム絶縁クロロプレン外装ケーブル、

エチレンプロピレンゴム絶縁クロロプレン外装ケーブル等がある。 

 なお、ケーブルに金属被覆を要求しているのは、空気又は湿気の侵入を防ぐとともに電界強度の分布を一様にし、か

つ、地中等への漏れ電流の流出を防ぐためである。合成樹脂絶縁のケーブルは、紙絶縁のものと違い、絶縁油を使用し

ていないため金属被覆の必要がなく、電界強度の分布を一様にし、又は地中への漏れ電流の流出を防ぐには金属テープ

等による電気的遮へい層があればその目的を達する。 

 以前は、特別高圧ケーブルとして154kV～275kV級のものはOFケーブルが一般的であったが、架橋ポリエチレン絶縁ケ

ーブルの研究開発が進み、275kV・500kV級でも長距離地中送電用として使用されている。 

 第三号は、複合ケーブルでは弱電流電線であっても常時電圧が誘起して非常に危険であるため、当該弱電流電線の使

用は、電気の知識が十分にある人が管理する電力保安通信線に限定する趣旨である。 

 

第12条【電線の接続法】 

〔解 説〕 本条は、電線を接続する場合の原則的な基準を示している。すなわち、電線は電流を完全に通じることが

 technical standards of electrical equipment



ロ 接続部分には、接続管その他の器具を使用し、又はろう付けすること。ただし、架空電線相互若しくは電

車線相互又は鉱山の坑道内において電線相互を接続する場合であって、技術上困難であるときは、この限り

でない。 

二 絶縁電線相互又は絶縁電線とコード、キャブタイヤケーブル若しくはケーブルとを接続する場合は、前号の

規定に準じるほか、次のいずれかによること。 

イ 接続部分の絶縁電線の絶縁物と同等以上の絶縁効力のある接続器を使用すること。 

ロ 接続部分をその部分の絶縁電線の絶縁物と同等以上の絶縁効力のあるもので十分に被覆すること。 

三 コード相互、キャブタイヤケーブル相互、ケーブル相互又はこれらのもの相互を接続する場合は、コード接

続器、接続箱その他の器具を使用すること。ただし、次のいずれかに該当する場合はこの限りでない。 

イ 断面積8mm2以上のキャブタイヤケーブル相互を接続する場合において、第一号及び第二号の規定に準じて

接続し、かつ、次のいずれかによるとき 

(イ) 接続部分の絶縁被覆を完全に硫化すること。 

(ロ) 接続部分の上に堅ろうな金属製の防護装置を施すこと。 

ロ 金属被覆のないケーブル相互を接続する場合において、第一号及び第二号の規定に準じて接続するとき 

四 導体にアルミニウム（アルミニウムの合金を含む。以下この条において同じ。）を使用する電線と銅（銅の

合金を含む。）を使用する電線とを接続する等、電気化学的性質の異なる導体を接続する場合には、接続部分

に電気的腐食が生じないようにすること。 

五 導体にアルミニウムを使用する絶縁電線又はケーブルを、屋内配線、屋側配線又は屋外配線に使用する場合

において、当該電線を接続するときは、次のいずれかの器具を使用すること。 

イ 電気用品安全法の適用を受ける接続器 

ロ 日本工業規格 JIS C 2810（1995）「屋内配線用電線コネクタ通則－分離不能形」の「4.2 温度上昇」、

「4.3 ヒートサイクル」及び「5 構造」に適合する接続管その他の器具 

 

第3節 電路の絶縁及び接地 

【電路の絶縁】（省令第5条第1項） 

第13条 電路は、次の各号に掲げる部分を除き大地から絶縁すること。 

一 この解釈の規定により接地工事を施す場合の接地点 

二 次に掲げるものの絶縁できないことがやむを得ない部分 

イ 第173条第7項第三号ただし書の規定により施設する接触電線、第194条に規定するエックス線発生装置、試

験用変圧器、電力線搬送用結合リアクトル、電気さく用電源装置、電気防食用の陽極、単線式電気鉄道の帰

線（第201条第六号に規定するものをいう。）、電極式液面リレーの電極等、電路の一部を大地から絶縁せず

に電気を使用することがやむを得ないもの 

ロ 電気浴器、電気炉、電気ボイラー、電解槽等、大地から絶縁することが技術上困難なもの 

 

【低圧電路の絶縁性能】（省令第5条第2項、第58条） 

第14条 電気使用場所における使用電圧が低圧の電路（第13条各号に掲げる部分、第16条に規定するもの、第189

条に規定する遊戯用電車内の電路及びこれに電気を供給するための接触電線、直流電車線並びに鋼索鉄道の電車

線を除く。）は、第147条から第149条までの規定により施設する開閉器又は過電流遮断器で区切ることのできる

電路ごとに、次の各号のいずれかに適合する絶縁性能を有すること。 

一 省令第58条によること。 

二 絶縁抵抗測定が困難な場合においては、当該電路の使用電圧が加わった状態における漏えい電流が、1mA以下

であること。 

2 電気使用場所以外の場所における使用電圧が低圧の電路（電線路の電線、第13条各号に掲げる部分及び第16条に

規定する電路を除く。）の絶縁性能は、前項の規定に準じること。 

 

【高圧又は特別高圧の電路の絶縁性能】（省令第5条第2項） 

第15条 高圧又は特別高圧の電路（第13条各号に掲げる部分、次条に規定するもの及び直流電車線を除く。）は、

次の各号のいずれかに適合する絶縁性能を有すること。 

一 15-1表に規定する試験電圧を電路と大地との間（多心ケーブルにあっては、心線相互間及び心線と大地との

間）に連続して10分間加えたとき、これに耐える性能を有すること。 

二 電線にケーブルを使用する交流の電路においては、15-1表に規定する試験電圧の2倍の直流電圧を電路と大地

との間（多心ケーブルにあっては、心線相互間及び心線と大地との間）に連続して10分間加えたとき、これに

耐える性能を有すること。 

15-1表 

電路の種類 試験電圧 

最大使用電圧が

7,000V以下の電

路 

交流の電路 最大使用電圧の1.5倍の交流電圧 

直流の電路 
最大使用電圧の1.5倍の直流電圧

又は1倍の交流電圧 

最大使用電圧が

7,000Vを超え、

60,000V以下の

電路 

最大使用電圧が15,000V以下の中性点接地式電路（中性線を有

するものであって、その中性線に多重接地するものに限る。） 
最大使用電圧の0.92倍の電圧 

上記以外 

最大使用電圧の1.25倍の電圧

（10,500V未満となる場合は、

10,500V） 

最大使用電圧が

60,000Vを超え

る電路 

整流器に接

続する以外

のもの 

中性点非接地式電路 最大使用電圧の1.25倍の電圧 

中 性 点

接 地 式

電路 

最大使用電圧

が170,000Vを

超えるもの 

中性点が直接接地され

ている発電所又は変電

所若しくはこれに準ず

る場所に施設するもの 

最大使用電圧の0.64倍の電圧 

上記以外の中性点直接

接地式電路 
最大使用電圧の0.72倍の電圧 

上記以外 

最大使用電圧の 1.1倍の電圧

（75,000V未満となる場合は、

75,000V） 

整流器に接

続するもの 

交流側及び直流高電圧側電路 

交流側の最大使用電圧の1.1倍の

交流電圧又は直流側の最大使用

電圧の1.1倍の直流電圧 

直流側の中性線又は帰線（第201条第六号に規定

するものをいう。）となる電路（周波数変換装

置（FC）又は非同期連系装置（BTB）の直流部分

等の短小な直流電路において、異常電圧の発生

のおそれのない場合は、絶縁耐力試験を行わな

いことができる。） 

次の式により求めた値の交流電

圧 

V×（1／√2）×0.51×1.2 

V は、逆変換器転流失敗時に中性
線又は帰線となる電路に現れる

交流性の異常電圧の波高値（単

位：V） 

(備考) 電位変成器を用いて中性点を接地するものは、中性点非接地式とみなす。 

 

三 最大使用電圧が170,000Vを超える地中電線路であって、両端の中性点が直接接地されているものにおいては、

最大使用電圧の0.64倍の電圧を電路と大地との間（多心ケーブルにあっては、心線相互間及び心線と大地との

間）に連続して60分間加えたとき、これに耐える性能を有すること。 

四 特別高圧の電路においては、日本電気技術規格委員会規格 JESC E7001（2015）「電路の絶縁耐力の確認方法」

の「３．１ 特別高圧の電路の絶縁耐力の確認方法」により絶縁耐力を確認したものであること。 

 

【機械器具等の電路の絶縁性能】（省令第5条第2項、第3項） 

第16条 変圧器（放電灯用変圧器、エックス線管用変圧器、吸上変圧器、試験用変圧器、計器用変成器、第191条第

1項に規定する電気集じん応用装置用の変圧器、同条第2項に規定する石油精製用不純物除去装置の変圧器その他

 technical standards 
of electrical equipment



Cables for the detectors 
     use the ECO cables ( EM - ◯◯…) 
Reference : http://www.tominagadk.co.jp/eng/ecocable.html 
In contrast to conventional PVC cables, eco-cables use polyethylene resins. For this reason, they do not 
contain halogen elements such as chlorine or heavy metals like lead, and they are easy to recycle, earning 
them attention as environmentally-friendly products. 
 Eco-cables were standardized in 1998 by The Japanese Electric Wire & Cable Maker's Association upon 
request by the Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism. Standards have been established 
for eco-cables used in low voltage power, control, security alarm and communication applications. With 
the assumption that they are equal or superior to conventional PVC electric wires/cables in their general 
performance, they have been standardized under the following four conditions. 
 (1) The product does not use PVC or contain halogens or lead, and it does not release hazardous 
substances such as dioxins upon disposal by combustion or landfill 
 (2) The product meets the criteria for flame resistance (JISC3005 Inclined flame test) prescribed by the 
Electrical Appliance and Material Control Act 
 (3) The product is easy to recycle 
 (4) The product uses a unifying name/symbol 

Gas operation for chambers 
   use the Oxygen concentration meter and the alarm device 

Helium operation for the solenoid and the QD0 magnets 
   use the Oxygen failure warning monitor

from T.Tsukamoto, J-Parc experiments
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２．実験盤から負荷に接続する場合の配線用遮断器定格容量（ブレーカトリップ容量）とケー
ブルの最小太さ
　イ．実験盤２次側端子に負荷ケーブルを１本接続する場合

 
　１本接続負荷ケーブルサイズ早見表
　　（低圧 EM-CE3芯又は EM-CE-Tケーブル，低圧 CV3芯又は CV-Tケーブル）

　　※ T：EM-CE-T又は CV-Tケーブル

実験盤に接続するケーブルの太さについて

○ケーブルの太さの選定は最小の太さ以上のサイズを選定すること。
（参考法令：電気設備の技術基準の解釈第 170条及び第 171条）

１．ケーブルの許容電流
（低圧 EM-CE3芯又は EM-CE-Tケーブル，低圧 CV3芯又は CV-Tケーブル）

（注）EM-CEは 600V架橋ポリエチレン絶縁ポリエチレンシースケーブルを，EM-CE-T
は同単芯 3こ撚り（トリプレックス）型ケーブルを示す。
CVは 600V架橋ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブルを，CV-Tは同単芯 3こ撚
り（トリプレックス）型ケーブルを示す。

実験盤遮断器 電 気 機 器実験盤遮断器定格容量以上の許容電流値のケーブルを使用

サイズ
（mm2）

許容電流（A）
サイズ
（mm2）

許容電流（A）
EM-CE 3芯

CV 3芯
EM-CE-T

CV-T
EM-CE 3芯

CV 3芯
EM-CE-T 

CV-T 
  2   23   60 190 210

     3.5   33 100 260 290
     5.5   44 150 340 380

  8   54 200 410 465
14   76   86 250 470 535
22 100 110 325 555 635
38 140 155 

遮断器定格容量
（A）

サイズ
（mm2）

遮断器定格容量
（A）

サイズ
（mm2）

  20 2   300 150， T 150 
  30 3.5   400 200， T 200 
  50 8   500 325， T 250 
  60 14   600 T 325
  75 14， T 14    700 T 150 × 2 
100 22， T 22   800 T 200 × 2 
150 60， T 38 1000 T 250 × 2 
200 100， T 60 1200 T 325 × 2 
225 100， T 100

－ 52 －

ロ．実験盤 2 次側端子に負荷ケーブルを 2 本接続する場合
（やむを得ない場合は 2本まで接続できるが，2本接続した場合は実験盤遮断器のケーブ
ルに条件を満たしている旨を表示する。）

　２本接続負荷ケーブルサイズ早見表
　　（低圧 EM-CE3芯又は EM-CE-Tケーブル，低圧 CV3芯又は CV-Tケーブル）

　　※ T：EM-CE-T又は CV-Tケーブル

実験盤遮断器定格容量の 55％以上の許容電流値で，
かつ機器保護遮断器の定格容量以上のケーブルを使用

実験盤遮断器定格容量の 55％以上の許容電流値で，
かつ機器保護遮断器の定格容量以上のケーブルを使用

子遮断器又は
機器保護遮断器

子遮断器又は
機器保護遮断器

実験盤遮断器

電気安全査察

○次のいずれかの条件に該当する電気工作物を新設，増設，改造又は撤去した場合には，
電気主任技術者若しくは実験研究用電気装置監理技術者の検査を受けること。
　　・裸配線を含む充電部が露出する実験装置

　　・直流 750V、交流 600Vの電圧を超える実験装置

　　・100A以上のブレーカに接続する実験装置

遮断器定格容量
（A）

サイズ
（mm2）

遮断器定格容量
（A）

サイズ
（mm2）

  20   2   300 60， T 60 
  30   2   400 100， T 100 
  50   3.5   500 150， T 100 
  60   3.5   600 150， T 150 
  75   5.5   700 200， T 200 
100 14   800 250， T 200 
150 22，     T 14 1000 325， T 325 
200 38，     T 22 1200 T 150 × 2 
225 38，     T 38 

Minimum sizes (cross sections) of cables

1. Allowable current in cables

EM-CE is a 600 V cross-linked polyethylene insulated polyethylene sheath cable, and 
EM-CE-T is the same single-core three-twisted (triplex) type cable.
CV is a 600 V crosslinked polyethylene insulated vinyl sheath cable, and CV - T is the 
same single core 3 twisted (triplex) type cable.

size size

Cables : Harmful halogen gas and dioxin are not generated at the time of 
combustion, and generation of smoke is also less 
· It does not contain heavy metals such as lead 
·Flame retardance

2. The breaker trip capacity when connecting to the load from 
the laboratory board and the minimum size of the cable

breaker trip capacity size breaker trip capacity size

exp. board 
breaker

size

equipment
1 : 1

1 : 2exp. board 
breaker

breaker trip capacity size sizebreaker trip capacity

○ When newly installing, adding, modifying or removing an electrical workpiece that 
meets any of the following conditions, you should be inspected by an electrical chief 
engineer or an electrical equipment supervisor engineer for experimental research. 
   
· Experimental equipment in which the charging section including bare wiring is exposed 
 · Experimental apparatus exceeding the DC 750 V, AC 600 V 
 · Experimental apparatus connected to a breaker of 100 A or more

Electrical safety inspection

allowable current(A) allowable current(A)
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from the KEK Electrical Safety Instructions
(4) Calculation method of wire thickness and voltage drop
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（３）電線・ケーブル等の規格

　　電線・ケーブル等は、必ず下記の認定表示のある製品を使用してください。

認 定 表 示 規 格 名 称 適 　 用 　 品 表示方法

電気一般、認定及び試験用機

械器具、材料、電線、ケーブ

ル、及び電路用品、電気機械

器具、通信機器、電子機器、

及び部品、情報処理、真空管、

電球、照明器具、配線器具、

電池、電気応用機械器具

電線、電気温床線、電線管類

及び付属品並びにケーブル、

配線用スイッチボックス、ヒュー

ズ、配線器具、電流制限器、

小形単相変圧器、電圧調整器、

放電灯用安定器、小形交流電

動機、電熱器具、交流電気機

械器具

電動力応用機械器具、光源及

び光源応用機械器具、電子応

用機械器具、交流用電気機械

器具

蓄電池内蔵器具、電源別置式

器具、バッティリィーユニッ

トなど

電　線（表記例）

　トウロクニンテイキカンＪＣＴ

　　　　　　　　　　ニンテイ

ＪＩＳ

（日本工業規格）

電気用品安全法

（特定電気用品）

電気用品安全法

（特定電気用品以

外の電気用品）

建 築基準法

（自主評定委員会）

消 　防　法

（登録認定機関）

第三者認証表示

ＪＩＬ適合マーク

社団法人電線総合

技術センターの例

容易に消え

ない方法

張り付け

適切な箇所

に連続表示

〃

〃

等

from the KEK Safety Guide BookStandards of wires and cables

Japanese Industrial Standards (JIS)

Electrical Appliances and Safety 
(Specific electric appliances)

Electrical Appliances and Safety 
(Other than Specific electric appliances)

Building Standards Law  
(Voluntary assessment committee)

Fire Service Act 
(Registration accreditation body)

Use those with the marks of PSE

Certification 
indication



HIGH-PRESSURE GAS 
◆Highly compressed gas above 1 MPa and liquefied gas above 0.2 Mpa are regulated 
by the law of high-pressure gas safety. 

ELECTRICITY 

◆  Work on live wires is strictly forbidden, when you check and/or improve electrical 
facilities.  

CRANE AND MOVERS FOR HEAVY LOADS 
◆ For the operation of a crane or a mover for heavy load, such as a forklift, a car 
equipped crane, electric car and a mover dedicated specially, a license or a 
qualification, which is corresponding each facility, is required in advance. 

HEIGHT WORKING 
◆ Working at the place higher than 2 m is defined as a height working. 
◆ A height working requires footholds and fences in order to prevent falling down. 

OXYGEN SHORTAGE 
◆ The caution for oxygen shortage is required in a tank, a tunnel, a pit or an 
underground drain. 
◆ Ventilation is required in the place where a large amount of gases are discharged                    
◆ The oxygen density of 18% should be kept at least in the air, because the air of less 
than 16% is dangerous. 

from the KEK Safety Guide Book



High pressure gas is widely used in industrial activities, and when handling it wrongly, not only 
business establishments, but also there is a fear that it will cause a lot of damage to the surrounding 
area.  Therefore, the High Pressure Gas Safety Act is enacted with the aim of securing public safety 
to prevent disasters caused by the accidents. 

To achieve the objective, 
① To regulate permission and inspection etc. by administrators for people handling high pressure gas 
② We are promoting activities related to voluntary security by private enterprises and the High 
Pressure Gas Safety Institute. 
Regarding regulation, production, storage, sale, transportation, importation, consumption, disposal of 
high pressure gas and it covers the manufacture and handling of containers in general. 

Regulation contents are: 
① Compliance with standards for facilities and equipment 
② The placement of qualified persons is the main focus 

Regarding the promotion of security activities, business operators will implement them based on their 
own judgment and decision, 

The activity content is 
① Security education 
② Security inspection 
③ Maintenance of regulations concerning the security system of business operators is the main focus.

HIGH-PRESSURE GAS SAFETY ACT 



WELDING 

◆ The license or the qualification is necessary for the welding operation. 

LASER 

◆ Because laser beam has a very high-density energy, therefore even scattered light 

also causes losing sight, the burn or a fire as well as direct laser light. 

◆ The use of class 3R(3A) laser is required to submit “Laser use report”. 

◆ The use of class 3B and class 4 lasers are required to submit “Laser use report” and 

“Attached material” in advance, and then safety review should be accepted 

before the execution of the laser operation. 

◆ Precaution signs should be displayed at the laser working area. 

◆ Intercepting tools are prepared so that the laser should not leak outside. 

◆ It is necessary to ware the defense tool such as the protection glasses. 

from the KEK Safety Guide Book



○ Laser light has high convergence, and direct light, as well as reflected light, may cause troubles, 
so it is necessary to pay sufficient attention when using the laser. 
○ As an indication of the degree of risk, classified according to JIS standard as follows, classes are 
displayed in laser products.

Laser classification IEC60825-1    EN-60825-1    JIS C6802-1:2005  

Risk Class Outline of claasification Estimated output (note)

Low 1 Essentially safe. Safety with both naked eye for a long time and 
focused observation with optical instruments. Low power beam 

0.39 mW or less in 
continuous transmission

1M
The naked eye observation is safe. Focussing observation using 
optical equipment is dangerous. Large power, large aperture, parallel 
light or spreading light

0.39 mW or less in 
continuous transmission

2
Visible light laser (wavelength 400 to 700 nm) that is safe by blinking 
and evasive behavior

1 mW or less in 
continuous transmission

2M
Blinking with the naked eye, safety is kept by evasive behavior. 
Focussing observation by optical equipment is dangerous. Large 
diameter low power in the visible range, parallel light or spreading light

1 mW or less in 
continuous transmission

3R
Slightly dangerous (safe if you do not look directly). The risk of 
accidental exposure is low. Intentional beam fixation is dangerous

5 mW or less in 
continuous transmission

3B
Quite dangerous (Direct viewing is dangerous and reflected light is 
dangerous too)

0.5 W or less in 
continuous transmission

High 4 Very dangerous (Direct viewing is dangerous even for diffuse 
reflection light, exposure to skin is also dangerous)

There is no upper limit of 
0.5 W with continuous 
transmission
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HV Cable and routing 

Overview of an first idea of the HV-cable routing 

Laying inside of the wall 

Connect to cathode 

HV-Cable feed through at the Endplate 

Gap for the HV-cable od=20mm should be provide, 
the bending radius maybe an issue  

Inside or outside of the TPC vessel 
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HV Cable and routing 

Samples of HV-cables 
Okonite Hi-Voltage Cable: www.okonite.com  

100kV, od= 16,76mm, 

bending radius = 4*od > 70mm 

       

 

 

Heinzinger HVC100 Best. No.:00.220.853.9 www.heinzinger.com  

100kV, od= 14mm, bending radius min. 280mm! 

FUG C 2124, Mat.- No.: 0502032124 

http://www.fug-elektronik.de/webdir/PDF/e/Access_data_sheet.pdf  

100kV, od= 11,2mm, bending radius min. 152mm  

 

A Coated Stranded Copper Conductors 
B Polyester Insulation  
C Extruded Semiconducting Layer  
D Primary Insulation – Okoguard 
E Extruded Insulation Shield  
F Coated Copper Braid  
G Jacket – Okoseal   
 

Cross section of the HV-cable: 
255-300mm2 necessary 

It looks fulfill the regulation of “Special HV” 
of the Electricity Business Law in Japan 
Electrical insulation performance ? 
   - test with 1.1x100kV for 10 minutes


